
施行日を跨ぐ確認申請等の手続きについて

出典：国道交通省　改正建築基準法の施行日前後における規定適用に関する留意事項、施行日前後の省エネ基準適合義務に関する適用関係について

旧４号から新２号になる木造建築物の取扱い＜都市計画区域等の区域内＞

構造関係規定等の適合確認
法施行日（令和７年４月１日）

確認申請 確認済証 着工 完了検査申請 検査済証
確　　認：審査しない
検　　査：検査　する

ケース１

法施行日（令和７年４月１日）

旧４号から新２号になる木造建築物の取扱い＜都市計画区域等の区域内＞

構造関係規定等の適合確認

出典：国道交通省　改正建築基準法の施行日前後における規定適用に関する留意事項、施行日前後の省エネ基準適合義務に関する適用関係について

確認申請 確認済証 着工 計画変更 確認済証 完了検査申請 検査済証 確　　認：審査しない
計画変更：審査　する
検　　査：検査　する

⑩
ケース２

確認申請

（附則第3条）

出典：国道交通省　改正建築基準法の施行日前後における規定適用に関する留意事項、施行日前後の省エネ基準適合義務に関する適用関係について

法施行日（令和７年４月１日）

確認・検査の対象外から新２号になる木造建築物の取扱い＜都市計画区域等の区域外＞

構造関係規定等の適合確認

設計 確認申請 確認済証 着工 完了検査申請 検査済証
確　　認：審査する
検　　査：検査する④ 着工前に必要

○着工が施行日（R7.4.1）以降となる場合は、改正法の適用を受けます。

・これまで確認申請が不要だった物件が、確認申請が必要となる場合があります。

・これまで審査・検査対象外となっていた項目が審査・検査対象となる可能性があります。

＜確認申請等、着工が施行日（R7.4.1）以降となる場合＞

・これまで確認申請が不要な建築行為でも、面積・階数によっては確認申請が必要となります。

・確認申請を提出する場合、改正法の適用を受け構造規定や省エネ基準等に関する図書が必要となります。

＜確認済証を施行日以前に取得し、着工が施行日（R7.4.1）以降となる場合＞

・確認申請時の審査は、現行法（改正前)が適用されますが、施行日（R7.4.1）以降の着工であることか

ら、完了検査時には改正法の適用を受けます。

・上記図の場合は、完了検査時に構造規定や省エネ基準等の適合について検査しますので、完了検査申請

までに構造規定や省エネ基準等の適合が確認できる書類提出または省エネ適合判定申請をするようお願

いします。

＜施行日（R7.4.1）以降に着工し、計画変更申請をする場合＞

・確認申請時の審査基準は、現行法（改正前)が適用されますが、施行日（R7.4.1）以降の着工であるこ

とから、計画変更時には改正法の適用を受けます。

・上記図の場合は、計画変更時に構造規定や省エネ基準等の適合について審査しますので、計画変更申請

時に構造規定や省エネ基準等の適合が確認できる書類提出または省エネ適合判定申請をするようお願い

いたします。

裏面につづく

～令和７年４月１日から建築基準法・建築物省エネ法が改正されます～



出典：国道交通省　改正建築基準法の施行日前後における規定適用に関する留意事項、施行日前後の省エネ基準適合義務に関する適用関係について

旧４号から新２号になる木造建築物の取扱い＜都市計画区域等の区域内＞

構造関係規定等の適合確認
法施行日（令和７年４月１日）

確認申請 確認済証 着工 完了検査申請 検査済証
確　　認：審査する
検　　査：検査する

⑪
ケース３

確認申請 確認済証 計画変更 確認済証 着工 完了検査申請 検査済証 確　　認：審査しない
計画変更：審査　する
検　　査：検査　する

ケース４

出典：国道交通省　改正建築基準法の施行日前後における規定適用に関する留意事項、施行日前後の省エネ基準適合義務に関する適用関係について

旧４号から新２号になる木造建築物の取扱い＜都市計画区域等の区域内＞

構造関係規定等の適合確認
法施行日（令和７年４月１日）

確認申請 確認済証 計画変更 確認済証 着工 完了検査申請 検査済証 確　　認：審査しない
計画変更：審査　する
検　　査：検査　する

ケース５

出典：国道交通省　改正建築基準法の施行日前後における規定適用に関する留意事項、施行日前後の省エネ基準適合義務に関する適用関係について

旧４号から新２号になる木造建築物の取扱い＜都市計画区域等の区域内＞

構造関係規定等の適合確認
法施行日（令和７年４月１日）

確認申請 確認済証 着工 完了検査申請 検査済証
確　　認：審査する
検　　査：検査する

⑫
ケース６

＜確認申請（計画変更申請を含む）における確認済証の取得、着工が施行日（R7.4.1）以降となる場合＞

・確認申請（計画変更申請を含む）の審査基準は、R7.3.31までは現行法（改正前)が適用されますが、施

行日（R7.4.1）以降の着工であることから、施行日（R7.4.1）以降は改正法の適用を受けます。

・上記図の場合は、確認申請（計画変更申請を含む）時に構造規定や省エネ基準等の適合について審査し

ますので、審査中に構造規定や省エネ基準等の適合が確認できる書類提出または省エネ適合判定申請に

ついて事前に相談するようお願いいたします。

＜施行日（R7.4.1）以降に計画変更申請、着工をする場合＞

・確認済証は、現行法（改正前)により交付しますが、施行日（R7.4.1）以降の着工であることから、計

画変更申請の審査基準は、改正法の適用を受けます。

・上記図の場合は、計画変更申請時に構造規定や省エネ基準等の適合について審査しますので、申請時に

構造規定や省エネ基準等の適合が確認できる書類提出または省エネ適合判定申請するようお願いいたし

ます。

＜確認申請等、着工が施行日（R7.4.1）以降となる場合＞

・施行日（R7.4.1）以降の確認申請、着工であることから、改正法の適用を受けます。

・上記図の場合は、確認申請時に構造規定や省エネ基準等の適合について審査しますので、申請時に構造

規定や省エネ基準等の適合が確認できる書類提出または省エネ適合判定申請するようお願いいたします。

◆３月は確認申請が増加することが予想されますので、

余裕をもって申請するようお願いいたします。

施行日（R7.4.1）前後の取扱い等について、ご不明な点はお問い合わせください。

福井市役所 本館５階 建築指導課 TEL:0776-20-5574


